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「社会保険適用拡大特設サイト」がリ

ニューアルされました 

厚生労働省は４月１日、社会保険（厚生年

金保険・健康保険）の適用拡大について情報

提供を行う「社会保険適用拡大特設サイト」

をリニューアルしました。令和７年年金制度

改正の内容を反映したもので、リニューアル

したサイトを活用し、制度への理解促進を一

層図っていくとしています。 

◆スケジュール 

社会保険の適用拡大は段階的に設定され

ており、対象企業は従業員数に応じて次のよ

うに拡大していきます。 

51 人以上：適用済み 

36～50 人：令和９年 10 月施行 

21～35 人：令和 11 年 10 月施行 

11～20 人：令和 14 年 10 月施行 

10 人以下：令和 17 年 10 月施行 

また、従業員に関する要件は、令和８年 10

月以降「所定内賃金が月額 8.8 万円以上」と

いう要件が撤廃され、「週所定労働時間 20 時

間以上」で「学生でない」パート・アルバイ

ト等の短時間労働者は、加入対象となります。 

◆実務担当者および従業員向けの広報資料

を刷新 

対象別のニーズに合わせたコンテンツが

大幅に改修されました。 

・事業主・人事労務担当者向け 

社内準備を支援する「社会保険適用拡大ガ

イドブック」や「社会保険適用拡大のこんな

とき！どうする？手引き」、最新の周知用チラ

シなどが掲載されています。 

・従業員向け 

加入メリットを解説するチラシや「社会保

険加入を考える３ステップ」、ＱＡ集が用意さ

れています。また、将来の年金額を試算でき

る「公的年金シミュレーター」も利用可能で

す。 

・社会保険適用拡大に関する解説動画 

制度の趣旨を迅速に理解できるよう、

ショート動画や５分動画が新たに整備されま

した。 

【参考】 

社会保険適用拡大特設サイト 

https://www.mhlw.go.jp/tekiyoukakudai/ 

 

新入社員の働きやすい職場環境づくり

のすすめ 

新入社員の業務開始から１カ月ほどが経

つこの時期は、職場や仕事への理解が進む一

方、不安や戸惑いが見えやすくなる時期でも

あります。新規学卒者の就職後３年以内離職

状況をみると、令和４年３月卒は大卒 33.8％、

高卒 37.9％と、平成 30 年３月卒の大卒

31.2％、高卒 36.9％より増加傾向にあり、若

手人材の定着は多くの企業に共通する課題で

す。 

◆小さな不安を見逃さないことが重要 

「質問しづらい」「周囲に迷惑をかけたく

ない」と感じ、業務内容、人間関係、仕事の

進め方などの悩みを抱え込んでしまうケース

もありますが、小さな違和感をそのままにす
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ると、意欲低下や早期離職に繋がるおそれが

あります。 

若年労働者の職場定着に関する調査では

ありませんが、厚生労働省の調査報告書では

「『働きがい』『働きやすさ』は、従業員の意

欲、定着及び会社の業績向上を高める傾向が

あることがうかがわれる」とされています。 

◆相談できる体制づくりを 

また、同報告書では「『働きがい』は…（中

略）…『自己効力感』が充足されるような雇

用管理がなされた場合に高まる傾向があり、

『働きやすさ』は『自己効力感』に加え、『相

談できる体制』や『福利厚生』に関する雇用

管理がなされた場合に高まる傾向がみられる」

とされています。 

「困っていることはないか」「相談しやす

い相手はいるか」等、短時間でも継続して対

話の機会を設け丁寧に確認することが、安心

して働ける職場づくりに繋がります。今一度、

自社の受入れ体制を見直してみてはいかがで

しょうか。 

 

令和８年７月から障害者の法定雇用率

が引き上げられます 

◆具体的な内容 

令和８年７月から、民間企業における障害

者の法定雇用率が現行の 2.5％から 2.7％へ

引き上げられます。障害者を雇用しなければ

ならない対象事業主の範囲も、現行の常時雇

用労働者数 40.0 人以上から 37.5 人以上へと

拡大されます。 

法定雇用率を満たすかは、毎年６月１日時

点の障害者雇用状況報告をもとに確認されま

す。つまり、令和８年６月１日時点の報告は

現行の法定雇用率に基づき確認されますが、

令和９年６月１日の報告では引上げ後の法定

雇用率に基づき確認されるため、新たに対象

となる企業では、約１年後の報告を見据えた

対応が求められます。 

◆企業に対する支援策 

支援制度としては、高齢・障害・求職者雇

用支援機構（JEED）の障害者雇用納付金関係

助成金が代表的です。 

本助成金は、障害者の新規雇入れや雇用継

続を行う上で施設・設備の整備等や適切な雇

用管理を図るための特別な措置を行わなけれ

ば困難であると認められる場合に支給され、

次の８種類があります。 

障害者作業施設設置等助成金／障害者福祉施

設設置等助成金／重度障害者多数雇用事業所

施設設置等助成金／障害者介助等助成金／職

場適応援助者助成金／重度障害者等通勤対策

助成金／障害者雇用相談援助助成金／障害者

能力開発助成金 

要件や手続きなどの詳細はパンフレット

「障害者雇用納付金関係助成金のごあんない」

もしくは助成金別の案内パンフレットをご覧

ください。 

法改正への対応とあわせ、無理のないかた

ちで障害者雇用を進めるためにも、早めの情

報収集と準備を心掛けましょう。 

【参考】 

障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化に

ついて（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001064502

.pdf 

 

６月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

１日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜７月 10

日まで＞［労働基準監督署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/001064502.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001064502.pdf

